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つまり独占資本主義への移行がみられるようになった.

その後，戦後恐慌とその後の慢性的不況にあえいでい

たが，第 1次大戦開始後の19日年末あたりから景気が

好転し，未曽有の一大発展期を迎える. 1914年(大正

3年)と絶頂期の1919年(大正 8年)を比べると，鉱

工業生産指数は約 5倍，会社数は1.6倍，同資本金は

2.9倍，職工 5人以上の工場の生産額は 5倍，同労働

者数は1.8倍とそれぞれわずか 5年の間に飛躍的な発

展をみせた(障峻. 1970. p191). 

この間の日本資本主義の変化の特徴は，第 lに，輸

出が著しく拡大するとともに，輸出先も広がったこと

である.ヨーロッパからの輸入が減少し，ヨーロァパ

諸国の市場であったアジア，アフリカ地域への輸出が

激増し，貿易収支も入超国から出超国へ，さらには債

務国から債権国へ逆転した.

第2に，紡績業を中心とする軽工業が依然優勢であ

ることには変わりはないが，生産財の国産化(戦争に

よる輸入途絶を契機とする)への試みや，電力事業の

発展によって重化学工業の比重が次第に高まってきた

ことである.具体的にみると，鉄鋼業では八幡製鉄の

拡張とともに，民間の製鉄会社が1913年の21杜から18

年には208杜に，銑鉄の生産高は同期間に 2倍半，鋼

材が2倍に増加し，自給率もそれぞれ48%→73%.34 

%→48%へ高まった.造船業では1913-18年に，造船

所数が5から53へ，職工数は2.6万人が10.7万人へ 4

倍以 kに激増した.機械器具製造業は大戦前は微々た

るものであったが，大戦中に画期的に発展し，機関車，

蒸気機関，ディーゼル機関，工作機械，紡績機械等の

各分野の製品を作れるようになり，その生産技術も驚

くべき進歩を示した.化学工業も大戦前は 2社にすぎ

なかったが大戦中19社新設された(揖西ら. 1959. p 

51).また電力事業は1914年の111万 KW(内水力77

万KW)から1919年の218万KW(内水力151万 KW)

へ5年間で 2倍近く発電能力が高められた(糧西ら，

1959. p521). 

第3に，注目すべきことは，大規模工場や大会社の

形成，さらには財閥ニ独占資本の確立である.職工数

500人以上の工場は. 1914年の209杜(職工数5人以上

の工場の0.7%)から19年の362社(同前0.8%) と1.7

倍に増え，その職工数と割合(職工数5人以上の工場

労働者総数に対する)は24.4万人. 25.7%から51.6万

人 (2.1倍). 32.0%へと大幅に増えている(梼西ら，

1959. p516). また資本金500万円以上の会社は14年

には56社 (0.7%) であったが. 19年には 357社

(2.7%)と6.4倍に増え，しかもそのわずか2.7%の会

社が資本金構成比において56.3%を占めるに至った

(楊西ら. 1959. p516). そして. 1909年の三井コン

ツェルンの形成を皮切りに，三菱，住友，安田の財関

が形成され，また一方で紡績や製糖，人造肥料におい

てカルテルの形成もみられるようになり，独占資本主

義体制が確立してくる.

さて，前述のようにこの第 1次大戦の好況期に労働

者数は激増した.紡績工業の女子労働者も大幅に増加

したが，重化学工業の展開に伴う男子労働者の比重が

高まったのが特徴である.職工数5人以上の工場でみ

ると. 1914-19年の職工数の増加は，男子が35.7万人

で93%の増加率であるのに対し，女子は30.7万人54%

の増加率である.労働者の構成比の変化では男子が

40.4%から46.0%に上昇している(栂西ら. 1959. 

p517). またこの 5年間で66.4万人，年平均13.3万人

の職工数の増加をみたが，日清戦争以来のその増加の

テンポは 1万人から最高でも 6万人で，平均して 3万

人足らずであり(樟西ら. 1959. p517). 大戦期の増

加がいかにすさまじかったか理解できょう.このよう

にして，重工業の展開や，男子の職工の増加が顕著に

なってきたが， トータルとしてみれば表 2-1に示す

ように. 1925年(大正14年)段階でも女子の職工数が

男子のそれを凌ぎ，また繊維工業の職工の比重がなお

過半を占めており，産業構造が軽工業段階であること

自体には大きな変化はなかった.

この労働力の調達のあり方についてみてみよう.渡

辺信ーによると，大戦開始後に設備拡張された士場に

新たに採用された職工の前職調査(農商務省「時局ノ

工場及職工ニ及ボシタル影響」大正 8年)から. 45.0 

万人の内農業を前職とするものが17.6万人で約 4割を

占める.だがこれ以外にも農家の子弟で学卒後や兵役

後職工になった者もかなりいると考えられる.これが

含まれる「その他」は8.1万人18.0%である.前職が

農業であった者の就業先は繊維工業関係が最も多く

10.0万人.56.8%を占める.これは大半が女子である

とみてよい.次いで機械器具工場で2.8万人で16.2%.

さらに化学工場2.2万人. 12.7%の順である.一方前

職が工業であるという者は16.2万人で36.1%であり工

業内での労働力の流動性もかなり高かったことになる.

中でも機械器具工場では新しく採用された労働力の

48.2%が前職が工業である(渡辺. 1938. p230). こ

のようにして，労働力の供給も次第に多様化し，都市

内部での再生産の比重も高まり，また産業間，業種間

の流動化も顕著になってきた.

なお，わが国最初の国勢調査は1920年(大正9年)
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権利は弱く，また職業選択や結婚等における個々人の

自由な行動は厳しく制約されていた.

第1次大戦期を契機とする日本資本主義の急速な発

展は，都市生活者を急増させた.都市生活者の構成は，

単純労務者や雑業者という貧函層から富裕な資本家層

まで多様で、あるが，家族関係からみて注目すべきは

「俸給生活者Jr中等階級」と呼ばれる高級技術者，サ

ラリーマン(ホワイトカラー)および自由業者といっ

た人々の増加である.これらの人々は新中間層を形成

し，占いものに束縛されることなく，新しい思考・思

想を形成し，家族形態においてもその変革の担い手と

なった.この新中間層は，生産手段も生活手段も所有

しないが，その代わり自らの生活を自らの手でコント

ロールする権限を取得した.新しい家族の価値観は，

自らの生活水準の向上を自己の労働力の質の向上によっ

て獲得することであり，教育=学力重視の思考である.

この頃が，わが屈における学歴社会の成立とみてよい.

1l[Jち，多産多死型社会から少産少死型社会(わが屈の

出生率は1920年に人口1，000人当り 36.3というピーク

を形成しそれ以後i斬滅していく)への移行によって，

少ない子供に可能な阪り良い教育を与え，そのことに

よって生活水準を引き上げ，社会的ステイタスを向上

させるという発想がうまれ，それがこの新中間層の行

動原理になった.

生産手段を所有する小商品生産者や都市自営業者の

家族は，家父長の統制の下で家族が家業に従事する多

産型の家族であったが，生産手段を所有しない新中閥

層の家族は職住分離，性別分業の少産型家族であり，

家政の担い手も家長ではなく妻であり，妻や母の家庭

内の地位を高めることになる.このような新中間層の

誕生とその増加は，家父長の原理を支配原理とする

「家」制度の実体としての解体を招くことになる(沢

山， 1990， p129~ 130). 

前稿(戸島， 1996)で述べたように「家J制度は近

代化政策のー貰であり，日本資本主義の蓄積過棋を支

えた農業および商工業の分野に広汎に存在した家族経

営の維持・存続をはかるものであった. しかし，上述

のような第 1次大戦後の社会関係の変化によって「家」

制度と現実の家族関係にギャップが生じるようになっ

た.この家族関係の変化.動揺の中で，一方で「家」

の秩序維持機能を強化しようとする保守派と， r近代

的小家族」の理念をもとに新たに家族法を再編成しよ

うとする進歩派が対立した. 1927年に公表された民法

改正要綱は，組織原理としての「家」を堅持するとと

もに.都市における小家族の増加に対応できる柔軟性

を「家」に与えようとするものであった.この要綱は，

上下の秩序を強化するために直系血族を重視する保守

派の要求を取り入れるとともに，戸主権の制限と分家

の促進，妻の法律上の行為能力の拡張と地位の向上，

離婚後扶養の制度化，扶養制度の柔軟化，家督相続制

度における単独相続の緩和など「家」制度の硬直性を

緩和するような進歩派の意見も取り入れたものであっ

た.この立法作業は第二次大戦への突入によって中断

せざるをえなかったが，一方で「家」の秩序維持機能，

また全国民を没我的に戦争協力へ駆り立てるために

「家」制度をイデオロギー的に利用するために， r家J
制度の骨格に手を触れることが許されない事情も作用

したと考えてよかろう. しかし，この立法作業が戦後

の「家」制度の改革にとっての貴重な遺産になった

(利谷， 1991. p104). 

(2)消費生活様式の変化

都市人口の増加は，都市的生活様式の拡大をもたら

す.都市的生活様式は，消費手段の商品化を通じて，

生産とは全く切り離された純粋の消費生活の確立を軸

に形成され，職住分離を原則とする.つまり，消費生

活に純化された生活様式である.しかし，消費手段の

商品化が進行するとはいえ，この段階では炊事.洗濯，

裁縫などの家事労働は主婦一人の手で行うにはかなり

の時間と労力を要した.そのため，農村の裕福な地主

層や都市の中流以上の家庭には家事労働を専門的に担

う家事使用人=女中が導入されていた(尾高， 1989， 

p140). 1920年(大正9年)の国勢調査によると，家

事使用人は66.2万人， 1930年(昭和 8年)には80.2万

人を数えている. 1930年当時この殆ど女子である家事

使用人=女中を単独で凌ぐ女子労働者を擁するのは

「紡績工業ニ従事スル者J86万人だけであった.被雇

用者として働く女性の内 6人弱に 1人は女中であった.

平塚らいてうは「女中の助けを失った私はもう自分

の仕事どころではありません.2っと 4つになるふた

りの子どもを見ながら，炊事も洗濯も時には裁縫もし

なければなりませんから，私としてはもうこれ丈のこ

とで手一杯で，否手にあまるほどで，終日食事の時を

除いては座る聞もほとんどありませんJ(r現代家庭婦

人の悩みJ)と記している(西JII，1990， p35). 都市

の勤労者家庭=r近代的小家族」における主婦は生活

の個別化によって他人の助けを得ることができず.消

費手段商品生産の不十分性や家事・育児労働の社会化

未展開のために.家庭の外で働く男子=夫とほぼ同様

の長時間の重労働を家庭内で果たさなければならなかっ
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た.主婦が「専業主婦」たらざるをえなかったのである.

もちろん資本主義経済の深化，都市の拡大によって

生活様式の近代化が進展しなかった訳ではない.例え

ば，ガスや水道の普及によって，井戸から水を汲み，

薪を燃やすかまとを使用して炊事をした段階に比べれ

ば格段の進歩をみた. しかし，衣類にしても和服と洋

服の二重生活であったし，食品や衣類の商品化や家庭

電化製品の開発や普及が十分なされないうちに，一方

で生活についての清潔さ(衛生)や快適さあるいは美

的追求もなされるようになりむしろ家事の量は増大す

るはめになった.

農村における生活様式についてのこの時期の大きな

変化は，電気の普及であろう.電力資本は第 1次大戦

中に大幅に発電設備を拡張し，大戦後その余剰電力の

はけ口を求めて農村部に送配電網を延ばし，農業用の

電動機の普及によって潅排水作業や籾摺・精米作業の

機械化をもたらした.そしてそれは同時に農村の生活

面にも波及したが，当時の家庭用の電気製品といえば

せいぜい電灯とラジオであった.このうち電灯は全図

的には1912年(大正元年)段階で普及率16.3%にすぎ

なかったが，第 1次大戦後から急速に普及し1921年

(大正10年)には62.3%，1930年(昭和 5年)には全

世帯の 9割に達した.農村には1921年前後から入りだ

す(横山， 1991， p220).電灯の普及は，それ以前の

ランプの使用に比べ，子供達にとっては日課のランプ

の掃除や注油から解放きれ，また婦人にとっては夜な

べ仕事がはかどるなどの効果を発撮した.しかし経済

的には石油(ランプ)に比べ4割程度高いくつき，当

時の生清水準にすればかなり負担の重いものであった.

1933年(昭和8年)の農林省調査によれば電灯料金は

農家の購入総額(肥料等の生産資材を含む)の13%を

占めていた(横山， 1991， p218-219). 

またこの時期農村生活を変化させたものに自転車の

普及がある.第1次大戦後急速に普及した自転車は，

水田の水廻り等農作業の時間の短縮に貢献したばかり

でなく，生活面でも人々の行動範囲を大幅に拡大する

ことになった.この生活世界の拡大は都市と農村の距

離を縮小し都市の文化や風俗，さらには情報を農村

により迅速に伝える役割を果した(大門， 1994， p66 

-67). 

一方，ラジオは1925年(大正14年)から放送が開始

きれるが，当時の普及率はわずか0.1%で， 1930年で

(昭和 5年)7.7%， 1935年(昭和10年)で17.9%に達

したが，同年の農村部普及率は8.3%にすぎず，一般

家庭にとってはまだ者修品で，そもそも農山村の多く

には電波が届かなかった.ラジオの本格的普及は，戦

時体制に入ってから国民教化の手段として重視され，

その普及策がとられるようになってからである(横山，

1991， p219-220). 

このように，都市の膨張によって都市的生活様式，

消費生活に純化した生活様式がみられるようになるが，

その農村への影響は弱く，都市と農村の生活様式にか

なり差がある状態で並存していたのがこの時期の特徴

である.

V 小 括

第1次大戦による戦争景気を画期として，日本資本

主義は新たな段階に入る.製鉄業，造船業，機械工業，

電力業等の発展によって生産財やエネルギーの園内供

給力が著しく高まった.全体としては軽工業優位のま

まであるが，重工業も比重を高めてきた.それに伴っ

て工業労働者数も激増し，都市が膨張した.それ以前

は農業就業人口はほぼ一定に保たれたまま，第 2次，

3次産業の就業者が増加する形であったが，以後農業

就業人口は景気変動による多少のプレはあるが，傾向

的には減少過程入る.つまり，就業人口の第1次産業

から第 2次，第3次産業への移行が本格的』こ開始され

た.都市の拡大=非農業人口の増加は.第 lに農産物

需要の増加・商品生産農業の発展を促す.第 2に，都

市内部での自立的労働力の再生産システムと都市的生

活様式の確立を必然化する.このことは農業・農村と

資本主義の関係の新たな段階への移行を意味する.つ

まり資本主義経済の深化，農産物市場の拡大の影響を

受けて，農業における商品生産は大幅に拡大してくる.

農産物が自給自足のために生産されるのではなく，販

売するために生産.貨幣獲得のために生産されること

が主流になってくる.貨幣獲得のチャンスの拡大は農

民の生産意欲を高めることになる.この商品生産の拡

大・展開は農民的剰余の形成をもたらし，それはより

多くの商品生産を行うために経営の規模拡大，即ち農

地購入に凶された.この剰余の生産的投資は農業経営

を拡大再生産の軌道に乗せたようにみえる.しかし，

それは一時的にそのようにみえるだけで，一定の規模

に達すると家族の周期，特に経営主の年齢=労働能力

に規定きれ，今度は農地を貸し付けたり売却して縮小

過程をたどるという，いわゆる「自小作前進Jr中農

標準化Jと呼ばれる現象』こ帰結した.このことは農業

生産の商品経済化による農民的蓄積は規模拡大に向け

られ経営規模は拡大するが，それがやがて資本主義的

経営体に転化するようなものではなく，基本的には家
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族経営という枠内での規模拡大にすぎずそれはやがて

縮小するという循環的構造をもっていたことを意味し

ている.独占資本対個別多数の零細農民経営という関

係，また大地主対零細な多数の小作農という関係にお

いては，農民は経済的に不利な立場におかれざるをえ

ない.不等価交換や高額の小作料によって農業経営の

維持も容易ではなく，また農民的剰余の形成=蓄積も

困難であったことは事実である.しかし，だからといっ

て農民の経営や生活の発展・上昇の芽がまったく摘ま

れてしまうわけで、はない.そのなかで農民層は一方で

は小作争議を通じて収益の分配比率の変更を求め，ま

た「自小作前進」によって自作化・規模拡大を志向し

たのである.このことは寄生地主制を掘り崩し，農民

的小商品生産としての実態を築いていくものと理解し

ていい(野田， 1989). このように資本主義経済の深

化，都市人口の増大による農産物市場の拡大という有

利な側面と，安価な植民地米の移入や独占資本主義の

確立や地主制という不利な条件の攻めぎあいの中で，

農民が小高品生産者としての自立化を志向し経営を発

展させていったことが，戦後の自作農体制の確立とそ

の展開につながっていったのである.

都市人口の膨張によって都市的生活様式が確立・拡

大してくるが，この段階ではまだその農村への波及は

地域的・部分的なものに限られ，農村部には広く従来

からの農村的生活様式が維持・存続され，両者が並存

する形になる.都市的生活といっても購入できる消費

財は限られており，多くの家庭内労働を必要としたた

め，裕福な家庭では家事使用人を雇用していたほどで

ある. しかし普通の家庭ではそういうわけにもいかず，

主婦が家事・育児に専業的に従事する形，つまり専業

主婦の存在によって都市的生活が成り立っていた.こ

の段階で夫は外で働き，妻は家で働くという夫婦問の

分業の形が一般化したのである.一方農村での生活は，

直系家族形態により家事・育児労働が世代間分業によっ

て営まれていたために，ぞれらの労働を独自に担当す

る専業主婦は必要ではなかった.

この時期生活様式の変化に重要な影響を与えたもの

に，交通一子段の発達，公的には鉄道網の整備，私的に

は自転車の普及があり，家庭生活の大きな変化として

照明としての電灯(電気)の普及がある.またまだ者

修品であるがラジオも普及しだした.このような交通

手段や生活手段の発達によって，都市の農村の経済的・

文化的接触の度合が強まり，都市と農村の垣根が少し

づっ取り払われてくる.まだ都市文化が直接影響を与

えるのは都市近郊農村に限られてはいたが，次第に農

村の若者は都市の魅力に吸い寄せられることになる.

都市と農村の生活格差の形成にもとづく農村の若者の

向都志向は，新しい農業問題の出現を意味しすること

になる.
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Summary

Japanese capitalism developed into the industrialized countory  through the First
World War. Not only light industries, but heavy industries began to develop at this pe-
riod. As this growth was very rapid, so it need many new labor force. A lots of farm-
ers and farm household members flowed to city side. This phenomenon have been

continuing, without a few years after the Second World War. Population engaged in

farming began to decrease at this period. The other side, according to the increase in

city side population, foods demand increase too. So, agriculture form change from

mainly selfsufficient production to mainly commodity production. And, with spreading
the chance of getting money, farmers raise their hope. They tried to get more income,

and were anxious to add more field. But, their growth had a limit. Their movement
drew circle, so it cloud not grow to be a capitalistic farm. In order to highly develop-
ing of capitalic ecomony, agricultural sector kept family-operated business. As increas-
ing of city side population, it’s’ style of living established gradually. The living style
of city was different from rural. In this period 2 ways were running parallel.


